
Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法
(1) その他の有価証券
　市場価格のあるものについては、期末日の市場価格等に基づく時価法、市場価格のないものについては、移
動平均法による原価法又は償却原価法により行っています。
　また、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理（売却原価は移動平均法により
算定）しております。

２．外部出資の評価基準及び評価方法
　当組合が保有している外部出資は市場価格のないものに該当しますので、移動平均法に基づく原価法により
行っています。

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法
　棚卸資産の評価基準及び評価方法は、総平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に
より行っています。
　ただし、自動車・農機・ガス器具・電化製品等耐久資材については個別法に基づく原価法（収益性の低下に
よる簿価切下げの方法）、生産資材の一部及び生活資材については売価還元法に基づく原価法（収益性の低下
による簿価切下げの方法）により行っています。

４．固定資産の減価償却方法
(1) 有形固定資産

　法人税法に規定する基準により定率法により償却しています。ただし、法人税法の改正に伴い平成10年
4月1日以降に取得した建物（付属設備を除く）並びに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については定額法を採用しています。

 (2) 無形固定資産
　法人税法に規定する基準により定額法により償却しています。
　また、自社利用ソフトウェアについては、当組合における利用可能期間（５年）に基づき、定額法により
償却しています。

５．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　貸倒引当金は、予め定めている資産査定要領、経理規程及び資産の償却・引当基準に則り、次のとおり計
上しています。
　正常先債権、その他の要注意先債権及び要管理先債権については、貸倒実績率等で算定した金額を計上し
ています。
　破綻懸念先債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額
を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を計上しています。
　なお、破綻懸念先債権のうち、元本の回収に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債
権については、当該キャッシュ・フローと債権の帳簿価額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除した残額との差額を引当てています。
　実質破綻先債権及び破綻先債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収が可
能と認められる額を控除し、その残額を計上しています。
　すべての債権は、資産査定要領に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産
監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の計上を行っています。
　また、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証
による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、そ
の金額は1,217,604千円です。

(2) 退職給付引当金
　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末の退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度
末までに発生していると認められる額を計上しています。
①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、期間定
額基準によっています。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の事業年度から費用処理することとしています。
　過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により
費用処理しています。

(3) 賞与引当金
　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する部分を計上しています。

平成31年4月1日　～　令和2年3月31日
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(4) 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しています。

６．消費税等の会計処理の方法
　消費税及び地方消費税の会計処理については、税抜方式を採用しています。

７．記載金額の端数処理
　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、金額千円未満の科目については「0」で表示をしており
ます。

Ⅱ　会計方針の変更に関する注記

１．棚卸資産の評価方法
　棚卸資産の評価方法について、管理方法の見直しを契機に、期間損益計算及び在庫評価額の計算をより適正
に行うため、生産資材（一部品目を除く）については売価還元法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切
下げの方法）から総平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。ま
た、石油類については最終仕入原価法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）から総平均法
に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。
　この結果、当事業年度の事業利益、経常利益及び税引前当期利益はそれぞれ4,553千円増加しています。

Ⅲ　表示方法の変更に関する注記

１．損益計算書の表示方法
　農業協同組合法施行規則の改正に伴い、損益計算書に各事業ごとの収益及び費用を合算し、各事業相互間の
内部損益を除去した「事業収益」及び「事業費用」を損益計算書に表示しています。

Ⅳ　貸借対照表に関する注記

１．固定資産の圧縮記帳額
　固定資産の圧縮記帳額は、14,037,847千円です。その内訳は、次のとおりです。

　建物 千円
　構築物 千円
　機械装置 千円
　器具備品 千円
　その他 千円

２．担保に供した資産等
　公金取扱事務契約にかかる保証金として、国債25,000千円、定期預金105,600千円を差し入れております。

３．子会社等に対する金銭債権・債務
　子会社等に対する金銭債権は、110,517千円です。
　子会社等に対する金銭債務は、619,920千円です。

４．理事及び監事に対する金銭債権・債務
　理事及び監事に対する金銭債権は、51,659千円です。
　理事及び監事に対する金銭債務は、ありません。

５．貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権に該当する貸出金の額並び
　にその合計額　

　貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権に該当する貸出金の額並び
にその合計額は次のとおりです。

３カ月以上延滞債権
925,349

8,817,356

貸出条件緩和債権

金　額
481,215

7,368,358

（単位：千円）

6,468,490

625,018

4,714,249

合 計

341,358

1,888,730

延滞債権
破綻先債権

42,433

- 2 -



なお、それぞれの定義は、以下のとおりです。

イ．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利

　息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。

　以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第96条第1項第3号のイからホに掲げる事由又

　は第4号に規定する事由が生じているものをいう。

ロ．「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金で破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として

　利息の支払いを猶予したもの以外のものをいう。

ハ．「3カ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金（破綻

　先債権及び延滞債権を除く。）をいう。

ニ．「貸出条件緩和債権」とは債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

　元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（破綻先債権、延滞債権及び3カ月

　以上延滞債権を除く。）をいう。

６．劣後特約付貸出金の額
　貸出金には、他の債権より債務の履行が後順位である旨の特約が付された岐阜県信用農業協同組合連合会に
対する劣後特約付貸出金3,432,000千円が含まれています。

Ⅴ　損益計算書に関する注記
１．子会社等との取引高の総額

子会社等との取引による収益総額 千円
うち事業取引高 千円
うち事業取引以外の取引高 千円

子会社等との取引による費用総額 千円
うち事業取引高 千円
うち事業取引以外の取引高 千円

２．減損損失の内容
(1) 資産をグループ化した方法及び共用資産の概要

　当組合では、管理会計の単位を基本に施設ごとにグルーピングしています。ただし、施設単体で独立した
キャッシュ・フローが把握できない場合は、キャッシュ・フローが把握可能な複数施設を同一のグループと
しています。
　なお、営農センター、農機センター、農業関係の共同利用施設については、それぞれの地域の共用資産と
し、本店、こめ流通センターについては、組合全体の共用資産としております。
　また、賃貸資産と遊休資産、業務外固定資産（信用事業資産）については、各固定資産を最小単位として
グルーピングしております。

(2) 当該資産グループの概要と減損損失の金額及び主な固定資産の種類ごとの内訳

千島支店
高根支店
荘川支店
本郷支店
萩原支店Aコープ萩原
オートパル飛騨高山
オートパル南益田
JASS-PORT上呂
在宅サービスステーション
特産加工センター
下呂市乗政

(3) 減損損失を認識するに至った経緯
　上記の資産については、営業収支が2期連続の赤字であると同時に、短期的に業績の回復が見込まれない
いことから、帳簿価額を回収可能価額まで減損し減損損失としました。
　また、業務外固定資産は、遊休状態で当面の使用見込みがなく、また、土地の市場価格が下落しているた
め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し減損損失として認識しました。

(4) 回収可能価額の算定方法
　回収可能価額は正味売却価額を採用しており、その時価は固定資産税評価額等を基礎とした指標により取
り壊し費用を控除して算定しております。

３．事業別収益・費用の内部取引の表示方法
　当組合は、事業別の収益及び費用について、事業間取引の相殺表示を行っております。
　また、損益計算書の事業収益及び事業費用については、農業協同組合法施行規則に従い、各事業間の内部損
益を除去した額を記載しております。

店舗 6,264

105,046

14,381

建物・構築物・その他

支店

支店
用　途

支店

業務外 土地 144

支店 409

40,415

店舗 土地・建物・その他 17,774

店舗 その他 411

店舗 土地・その他

26,450

4,567

2,288

減損損失

60,789

種　類
土地・その他

建物
土地・その他

土地・建物・その他
土地・その他

土地・その他店舗
店舗

218,509

440,400

370,597

69,802

65,357

（単位：千円）
場　　所

合　　　計

4,922
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Ⅵ　金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
　当組合は組合員等から預かった貯金を原資に、組合員や地域内の企業や団体などへ貸付け、残った余裕金
を岐阜県信用農業協同組合連合会に預けているほか、国債や地方債などの債券、投資信託、株式等による運
用を行っています。

(2)金融商品の内容及びそのリスク
　当組合が保有する金融資産は、主として預金、貸出金及び有価証券であり、貸出金は顧客の契約不履行に
よってもたらされる信用リスクにさらされています。
　また、有価証券は主に債券、投資信託及び株式であり、その他有価証券で保有しています。これらは発行
体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクにさらされています。

(3)金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理

　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値が減少ないし消失し、金融機関が
損失を被るリスクのことです。
　当組合では、事業推進部門の金融部と審査部門の審査部に分離し、審査基準及び審査体制の整備などに
より、貸出資産の健全性の維持・向上を図っています。審査にあたっては、特定の業種及び貸出先に偏る
ことのないように留意するとともに、個々の案件についても担保価値のみにとらわれることなく、貸出先
の信用力、事業内容及び成長性を十分審査し、リスク管理の徹底を図っています。また、自己査定の実施
については、「資産査定要領」に基づいた「資産査定事務手続」により、保有する資産を個別に検討して
回収の危険性または価値の毀損の危険性の度合いに従い区別して、資産の不良化によりどの程度危険にさ
らされているかを判断します。

②市場リスクの管理
　市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク要因の変動により、資産・負債の価値が変
動し損失を被るリスク、資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスクのことです。
　当組合では、金利リスク、価格変動リスク等の市場リスクを把握することにより、収益化及び財務の安
定化を図っています。とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通し等を考慮し、理事会に
おいて運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、情報交換及び意
思決定を行っています。また、組織面では、金融部資金運用課を市場部門、金融部金融業務課を事務管理
部門、金融部金融企画課をリスク管理部門とし、それぞれ相互けん制機能が働くように役割を明確化して
います。

〈市場リスクに係る定量的情報〉
　当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組合において、主
要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、貸出金、有価証券、貯金及び
借入金です。
　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を
用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しています。
　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利が2%上昇
したものと想定した場合には、経済価値が1,659,251千円減少するものと把握しています。
　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の相
関を考慮していません。
　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性
があります。

③資金調達にかかる流動性リスクの管理
　流動性リスクとは、金融機関の財務内容の悪化や信用の失墜により必要な資金の確保ができなくなり、
資金繰りがつかなくなる場合や、資金の確保に通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされる
ことにより損失を被るリスクのことです。
　当組合では、「ＡＬＭ委員会」において組合全体の資金繰りリスクを統合管理し、安定的な流動性の確
保に努めています。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に
は合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。当該価額の算定においては一定
の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
(1) 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

　当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を
把握することが極めて困難と認められるものについては、次表に含めず(3)に記載しています。

(2) 金融商品の時価の算定方法
①預金

　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。
　また、満期のある預金については、短期金利の指標であるＬＩＢＯＲまたは長期金利の指標である円
ＳＷＡＰレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

②有価証券
　債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっています。
　また、株式は取引所の価格により、投資信託については公表されている基準価格によっています。

③貸出金
　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後
大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。
　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類ごとに、元利金の合計額を短期金利の指標であるＬＩＢＯ
Ｒまたは長期金利の指標である円ＳＷＡＰレートで割り引いた額から、貸倒引当金を控除して時価に代わ
る金額として算定しています。
　また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に
代わる金額としています。

④貯金
　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。
　また、定期貯金及び定期積金については、将来のキャッシュ・フローを短期金利の指標であるＬＩＢＯ
Ｒまたは長期金利の指標である円ＳＷＡＰレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定し
ています。

(3)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは(1)の金融商品の時
価情報には含まれておりません。

（単位：千円）

(4)金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

・貸出金のうち、当座貸越2,533,485千円については「１年以内」に含めています。
・貸出金のうち、３ヶ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等3,170,380千円は償還の予定が見込
　めないため、含めていません。

(5)貯金の決算日後の返済予定額

・要求払貯金については「１年以内」に含めています。

－

１年超

△ 4,960,243

55,773,192

302,286,265 303,965,887

1,477,824

－

60,733,436 －

307,033,138 307,219,675

（単位：千円）

26,394,024

245,216,666 5,856,465

１年以内

234,262,095

３年以内

（単位：千円）

8,330

－12,250,977

差　　　額貸借対照表計上額
234,262,095

12,250,977

預金 234,270,425

－

789,260 7,961,242

５年以内
４年超

－

５年以内４年以内
３年超

（単位：千円）

34,355,267

５年超

385,320

４年以内
３年超

7,969,668

－

２年超

時　　　価

３年以内
15,108,545 2,929,2833,602,59813,605,832271,786,878

－

貸倒引当金控除後

7,584,348

１年超

４年超

4,023,424

3,234,163

２年以内

合 計 5,554,181

貸借対照表計上額
11,161,358

1,671,29157,444,484

307,033,138 307,219,675

貸出金
有価証券（その他有価証券）

負債小計
貯金

資産小計

－

9,476,746 5,679,236

外部出資

貸出金

有価証券のうち満期が
あるもの

預金

２年超
２年以内

5,194,536

177,229

－貸倒引当金

186,536

186,536

359,645

1,679,622

貯金

１年以内
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Ⅶ　有価証券に関する注記
１．有価証券の時価等

(1) その他有価証券
　その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額につい
ては次のとおりです。

 
２．売却したその他の有価証券
　　当期中に売却したその他有価証券は、次のとおりです。

３．保有目的区分を変更した有価証券
　　該当はありません。

４．減損処理額及び基準
　当年度において、3,221千円（投資証券3,221千円）減損処理を行っています。
　市場価格又は合理的に算定された価額のある有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得価額に比べて著し
く下落しており、時価が取得価額まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもっ
て貸借対照表価額とするとともに、当該差額を減損処理しています。
　なお、減損処理にあたっては、当期末における時価が取得原価又は償却原価に比べ50％以上下落した場合
には全て減損処理を行い、30％以上50％未満下落した場合は、回復の可能性を考慮して減損処理を行ってい
ます。

Ⅷ　退職給付に関する注記
１．退職給付債務の内容等

(1) 採用している退職給付制度の概要
　職員の退職給付にあてるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用しています。また、この制
度に加え、同規程に基づき退職給付の一部にあてるため全国共済農業協同組合連合会との契約による確定給
付企業年金制度及び全国農林漁業団体共済会との契約による退職金共済制度を採用しています。

(2) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付債務 千円

勤務費用
利息費用
数理計算上の差異の当期発生額
退職給付の支払額

期末における退職給付債務

(3) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
期首における年金資産 千円

期待運用収益
数理計算上の差異の当期発生額
確定給付企業年金制度への拠出金
特定退職金共済制度への拠出金
退職給付の支払額

期末における年金資産

投 資 証 券

5,560

1,409,700

貸借対照表計上額が
取得原価又は償却原
価を超えないもの

合計

119,715

社 債
受 益 証 券

25,867

833,185

2,455,370

32,863 1,472

211,764

売却額

5,507,313 5,012,558

貸借対照表計上額が
取得原価又は償却原

価を超えるもの

△ 175,715

2,314,018

株 式

7,238,418

種類

1,299,927

小計
国 債

小計
合　　　　計

投 資 証 券 37,816 30,918 △ 6,898

－ 1,472

12,250,977

（単位：千円）
売却益

12,498,680

2,032,310

723,510

2,357,067

81,602

3,116,526

22,215

△ 281,120

144

114,801

3,192,753

4,771,050

6,991,366

種類

220,836

841,044

4,604,249

14,414

1,345,670社 債

貸借対照表
計上額

（単位：千円）

15,108

取得原価
又は償却原価

国 債
地 方 債 10,836

166,800

693

差額

45,742

210,000

投 資 証 券

国 債
受 益 証 券

19,894受 益 証 券

247,051

3,084

△ 57,5661,546,860

31,346 －

売却損

1,604,426

△ 494,754

△ 247,703

△ 423,060

104,115 1,517 －

860,939

△ 7,2301,402,470

21,729 24,814

- 6 -



(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表
退職給付債務 千円
確定給付企業年金制度
特定退職共済制度
未積立退職給付債務
未認識過去勤務費用
未認識数理計算上の差異
貸借対照表計上額純額
退職給付引当金
前払年金費用

(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 千円
利息費用
期待運用収益
数理計算上の差異の損益処理額
過去勤務費用の損益処理額
出向者負担金受入額
退職給付費用

(6) 年金資産の主な内訳
①　確定給付企業年金制度（全共連）
　　一般勘定 %
②　特定退職金共済制度
　　債券 %
　　年金保険投資 %
　　現金及び預金 %
　　その他 %

%

(7) 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と年金資産を構成す
る多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しています。

(8) 割引率その他の数理計算上の計算基礎に関する事項
①　割引率 ％
②　長期期待運用収益率
　　確定給付企業年金制度（全共連） ％
　　特定退職金共済制度 ％
③　数理計算上の差異の処理年数 年
④　過去勤務費用の処理年数 年

２．厚生年金と農林年金の統合に伴う特例業務負担金の金額
　人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための
農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第57条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）
が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負担金56,696千円を含めて計上し
ています。
　また、同組合より示された令和2年3月現在における令和14年3月までの特例業務負担金の将来見込額は
687,937千円となっています。

Ⅸ　税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産の発生原因別の主な内訳等

繰延税金資産
貸倒引当金 千円
退職給付引当金
賞与引当金
減損損失
役員退職慰労引当金
繰越欠損金
その他
（小　計）

評価性引当額
繰延税金資産合計
繰延税金負債

適格合併に伴うみなし配当
前払年金費用

繰延税金負債合計
繰延税金資産の純額

66

△ 22,215

△ 873

229,754

合計

△ 1,389

△ 1,077,672

211,764

3,192,753

746,578

873

△ 89,981

387,360

△ 42,380

△ 69,839

△ 112,220

275,140

2,304,321

△ 1,916,960

46,135

5

33,006

226,535

100

0.83

10

10

62,309

1.16

0.73

25

1,634,143

4

29,057

1,003,058

25,867

835,685

△ 256,480

273,132

16,601

100

△ 1,279,395
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２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
法定実効税率 ％

（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目
受取配当金等永久に益金に算入されない項目
住民税均等割等
評価性引当額の増減
その他
差異計

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％34.20

27.23

5.41

△ 12.82

6.97

0.86

4.82

8.70
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